
第1章 総則

第1節 適用
1 　本特記仕様書は、宅地耐震化推進事業　新岡住宅団地下敷大規模盛土造成地変動予測調査業務　に伴う業務委託に適用する。
2 　本特記仕様書に記載のない事項については、次によるものとする。

　・令和6年度新岡住宅団地下敷大規模盛土造成地変動予測調査業務別記仕様書
　・調査・設計・測量業務等共通仕様書（及び別添）広島県　（以下「共通仕様書」という。）

第2節 管理技術者及び照査技術者
1 （H9.7.31付けの通知による）
2

(1)
(2)

3

第3節 調査設計業務実績サービス（TECRIS）

第4節 再委託の申請 （測量・建設コンサルタント等業務の発注における留意事項　による）

第2章

第1節 打合せ協議等の回数
　業務着手時、中間時２回及び完了時の打合せを原則実施することとし費用を見込んでいる。

第3章 業務内容等

第1節 業務の内容
当該設計業務の内容は、地質調査、地盤解析等を行うものである。

第4章 その他

第1節 広島県公共測量作業規程
　測量業務については、広島県公共測量作業規程に基づき実施するものとする。

第2節 数量計算書様式（案）

　数量集計表の様式は、国土技術政策総合研究所などのインターネットホームページで掲載。　http://www.nilim.go.jp/index.html

　数量の算出結果は所定の数量集計表様式（案）（以下「数量集計表」という。）に基づき取りまとめるものとする。
　数量計算表は、エクセル形式で作成し、電子媒体で提出するものとする。提出する成果品は、共通仕様書の成果品一覧表に定めるものの他、数量集計表
とする。

　受注者は、契約時又は完成時において、請負金額500万円以上の業務について、受注時は契約後10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から10日
以内に、完了時は完成後10日以内に、調査設計業務実績サービス（TECRIS）に基づき「業務カルテ」を作成し、調査職員の確認を受けた後に（財）日本建
設情報センターに登録するとともに、「業務カルテ受領書」の写しを調査職員に提出しなければならない。

打合せ協議等

　受注者は、別記様式１及び別表に定める基準に基づき、適格な管理技術者及び照査技術者を配置すること。

特　　記　　仕　　様　　書

　なお、受注者が公益法人の場合はこの限りではない。

　業務分野別金額（当該委託業務の契約金額に当該委託業務を構成する業務分野の構成比率を乗じて得た額。以下同じ。）が500万円以上の業務分野の管理
技術者が、他の業務分野の管理技術者を兼務しようとする場合（異動等による場合を含む。）の取扱は、当該業務と密接に関連する業務又はプロポーザル
方式により発注した業務を兼務する場合を除き、原則として次のとおりとする。

　業務分野別金額が2,500万円以上の業務分野の管理技術者は、専任で配置することとする。
　業務分野別金額が500万円以上2,500万円未満の業務分野の管理技術者は、当該業務分野の外に5件以上の業務分野の管理技術者を兼務させないことと
する。

　照査技術者（測量業務にあっては、管理技術者及び照査技術者）は、業務の照査にあたり、設計・測量チェックマニュアル（平成１３年４月　広島県土
木建築部技術管理総室技術指導室）により実施すること。

　契約約款第６条第３項に基づき、第三者への再委託を申請する場合は、再委託業者に関する事項（業者名、所在地、登録番号、入札参加資格の有無）、
再委託金額、再委託部分の業務内容、担当技術者、技術者の資格及び再委託する理由を添えて申請するものとする。



（別記様式１） （別表）

設計業務 (1)技術士又はシビルコンサルタントマネージャーの資格保有者（『設計業務等共通仕様書』第１１０６条）

設計業務の種類

河川・砂防及び海岸

港湾及び空港

電力土木

道路

鉄道

造園

都市計画及び地方計画

地質

土質及び基礎

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画・施工設備及び積算

建設環境

上水道及び工業用水道

下水道

農業土木

森林土木

設計業務の種類 設計業務の種類

(2)(1)と同等の能力と経験を有する技術者（同上。この場合は、業務の種類を問わず以下の要件を満たせばよい。）

……実務経歴書を添付

①

②

③　その他の者にあたっては、建設コンサルタント等業務に２５年以上の実務経験を有する者。

測量業務

……資格証の写し（コピー可）を添付

用地調査等業務 管理技術者

『用地調査等共通仕様書』第２条第５号に規定する「主任担当者」（資格要件は次のいずれかに該当する者）

受注した用地調査等のうち主たる補償業務に関し７年以上の実務経験を有する者

…… 実務経歴書を添付

受注した用地調査等のうち主たる補償業務に関する補償業務管理士

…… 資格を証する書面（コピー可）を添付

補償コンサルタント登録規定第３条第１号に規定する補償業務の管理をつかさどる専任の者（補償業務管理者）

……

補償業務全般に関する指導監督的実務の経験３年以上を含む２０年以上の実務の経験を有する者

…… 実務経歴書を添付

照査技術者

管理技術者と同じ

） （ ）

）

） （

） （ ）

（資格要件は別表参照） （資格要件は別表参照）

地質調査業務の履行にあたり，技術上の管理を行う
に必要な能力と経験を有する技術者

地質調査業務の履行にあたり，技術上の管理を行う
に必要な能力と経験を有する技術者

（

管理技術者 照査技術者

同　　上

同　　上

上記法に定める技術部門「水道部門」に該当する
資格（『名簿』の「有資格者数」の欄中「技術士（水
道）」に該当する。） 同　　上

○印がある部分の技術者が必要である。
同　　上

技術士又は
RCCMの資
格証の写し
(コピー可)

上記法に定める技術部門「農業部門」に該当する
資格（『名簿』の「有資格者数」の欄中「技術士（農
業）」に該当する。）

同　　上

上記法に定める技術部門「林業部門」に該当する
資格（『名簿』の「有資格者数」の欄中「技術士（林
業）」に該当する。）

同　　上

同　　上

同　　上

技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条に定める
技術部門のうち「建設部門」に該当する資格（『測
量及び建設コンサルタント業者名簿』（以下『名簿』
という。）の「有資格者数」の欄中「技術士（建設）」
に該当する。）

左記｢設計業務の種類｣
ごとのRCCMの資格

委　託　業　務 管理技術者及び照査技術者資格要件

設 計 業 務 の 種 類 技　　　術　　　士
シビルコンサルタント

マネージャー(RCCM)
添 付 書 類

用 地 調 査 等 業 務

設 計 業 務

同　　上

同　　上

　学校教育法による高等学校の土木工学又は同等の工学に関する科目を習得し、建設コンサルタント等業務に２２年以上
の実務経験を有する者。

同　　上

同　　上

同　　上

同　　上

委託業務場所 神石高原町内

同　　上

地質及び土質調査業務

測 量 業 務

同　　上

（資格要件は測量士）

（ ） （
『測量業務共通仕様書』第４条に規定する「主任技術者」を管理技術者とする。したがって、同条に規定する「主任技術者」の
要件である「測量士であり、高度な技術と十分な実務経験を有するもの」が管理技術者の資格要件となる。

業務の種類

管理技術者及び照査技術者の選任

委託業務名 宅地耐震化推進事業　新岡住宅団地下敷大規模盛土造成地変動予測調査業務

　この業務については、次のとおり管理技術者及び照査技術者を定めることが必要である。

（資格要件は測量士）

（ ） （

）

（資格要件は別表参照） （資格要件は別表参照）

（

(4)

(3)

(2)

登録に当たり交付される補償コンサルタント登録済を証する書面の写し（コピー可）　(登録部門に係る補償業務
管理者の氏名が記載されたもの）を添付

）

（資格は問わない） （資格は問わない）

(1)

　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（旧大学令による大学を含む。）又は高等専門学校（旧専門学校令によ
る専門学校を含む。）の土木工学又は同等の工学に関する科目（橋梁工学，土質工学，河川工学，海岸工学，構造力学，
材料工学，水理学，道路鉄道工学，コンクリート工学，都市計画及び地方計画，その他農業土木，森林土木に関する学科
を含む。以下同じ。）を習得し、建設コンサルタント等業務（建設事業の計画・調査・立案・助言及び建設工事の設計・管理
業務に従事又はこれを監理することをいう。以下同じ。）に２０年以上の実務経験を有する者。

（



（別記様式２） 管　理　技　術　者

　実務経歴書

照　査　技　術　者

委 託 業 務 名

委託業務場所

技　 術 　者 職名・氏名

卒業(終了)年月日

（職名）

（氏名）

（生年月日）

　　・　・　・

卒業(終了)年月日

（職名）

（氏名）

（生年月日）

　　・　・　・

　以上のとおり相違ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　

（注）　技術者資格に必要とされている実務経験年数を満たす期間について記載のこと。

実務経験の内容

実務経験の内容

契　約　年　月　日 平成　　　年　　　月　　　日

学歴及び実務経歴

最終学歴
学　校　名 習　得　科　目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者名　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　印

照査技術者

管理技術者

実
務
経
歴

実
務
経
歴

最終学歴

期　　間

学　校　名 習　得　科　目

期　　間



 

 

令和６年度 新岡住宅団地下敷 大規模盛土造成地変動予測調査業務 

別記仕様書 

 

1. 適用範囲 

本仕様書は、神石高原町が委託する第二次スクリーニングである「新岡住宅団地下敷大規模盛土

造成地変動予測調査業務」（以下「本業務」という。）に適用する。 

 

2. 業務目的 

本業務は、神石高原町が指定する大規模造成地において、地質調査、地盤解析等を行い、当該造

成地の大規模地震時における安定性を評価するとともに、今後の本町の宅地耐震化推進事業の推進

に向けた取り組みについて検討を行うものである。 

 

3. 対象箇所 

本業務の対象箇所は神石高原町内とし、別紙資料に示す箇所とする。 

 

4. 履行期間 

契約日から令和７年３月１４日までとする。 

 

5. 業務内容 

本業務の内容は次のとおりとする。 

（1）計画準備 

業務着手にあたり、業務の具体的な実施方法及び工程、実施体制等について検討し、業務計画書

を作成するとともに、調査箇所の現地調査、現地立入に必要な申請書類の作成、申請等を行う。ま

た、受注者は、発注者と協議の上、速やかに既往資料等を確認し、具体的な調査位置、調査方針等

を含めた作業計画案を提出し、効率的な調査準備を行う。 

 

（2）測量業務 

測量業務は、盛土の現況及びボーリング調査結果を反映した地層断面を作成し、総合解析を行う

ための、基礎資料を作成するための、路線測量(横断測量)、基準点側(4 級基準点)である。路線測

量位置、基準点設置位置については、発注者と協議の上、決定することとする。 

① 路線測量(横断測量) 

住宅団地中心（南北方向）の盛土横断方向において、盛土の現況及びボーリング調査結果を

反映した地層断面を作成することを目的として路線測量を行う。 

② 基準点測量 

ボーリング調査位置の地盤高、路線測量との高さの整合性を図ることを目的として、基準点

測量を行う。基準点は、既往資料より、切土部で変状が生じないと想定される箇所を選定する。 

 

（3）機械ボーリングによる地質調査 

機械ボーリングによる地質調査は、地層の構成・分布状況を確認するとともに、標準貫入試験を

併用し、地盤の硬軟の程度を把握する(Ⅰ本孔：パイロットボーリング)。また、パイロットボーリ

ングの結果に基づき、別孔にて、地盤の強度把握に必要な、乱れの少ない試料の採取(Ⅱ別孔：サン

プリング)を行う。 

また、調査位置は、現在住居中の敷地に隣接していることから、埋設物等の有無確認(※1)、発注

者との位置調整・協議を行ったうえで決定する。なお、ボーリング調査の際は、調査位置において、

人力掘削による事前確認等を行い、施設等に影響がないことを確認する。 

※1：既存の埋設物等について、必要な関係資料は貸与する。 

 

 



 

 

（4）ボーリング孔の利用方法 

ボーリング調査孔を利用して、現状地盤の安定性、地下水の動向を確認する。また、孔内傾斜計

観測及び地下水位観測については、要点を後述する。 

1）パイロットボーリング孔（本孔） 

パイロットボーリング孔は、調査終了後、孔内傾斜計観測孔として利用する。主旨は、現況盛

土斜面の法肩から法尻にかけて、小規模な変状が生じており(＊)これらの変状の原因確認と変状

の進行性の状況を確認することである。 

＊現況盛土の変状 

・特に住宅団地南側及び住宅団地と接する道路、石垣、水路等に、ひび割れ・傾斜の変状が

生じている。 

  2）サンプリング孔（別孔） 

サンプリング孔は、サンプリング終了後、地下水位観測孔として利用する。主旨は、地盤の孔

内水位の動向を確認し、前述の孔内傾斜計の観測結果と併せて、地盤の安定性について、検討す

るための資料とすることである。 

 

（5）室内土質試験 

室内土質試験は、サンプリング試料を用いて実施し、対象地盤の物理特性・力学特性について把

握することを目的として、下記に示す試験を行う。室内土質試験方法は、JIS、JGS(地盤工学会基準)

等に基づいて行うものとする。なお、試験の位置、試験内容等については、発注者と協議の上、決

定するものとする。 

＜室内土質試験＞ 

① 土粒子の密度試験 

② 土の含水比試験 

③ 土の粒度試験（ふるい分析+沈降分析） 

④ 土の液性限界試験 

⑤ 土の塑性限界試験 

⑥ 土の湿潤密度試験 

⑦ 三軸圧縮試験（圧密非排水試験（Cub試験）） 

※盛土が砂質土、水位が高い場合を想定しているが、水位が低い場合等は、協議により試験方法を決

定する。 

 

（6）孔内傾斜計観測 

地盤中に地盤の動きに追従する可とう管を設置し、地上より傾斜計を挿入して深さごとの傾斜量

と方向を測定し、その計測結果から地中の変化量を求めるものである。本観測の主旨は、当該地盤

(盛土)の安定性を判定することである。なお、豪雨後や地震後に変化があるかどうか、確認するこ

ともできるため、地盤の安定性について、継続的に計測することで、安定性について判定すること

ができる。設置方法、観測時期及び観測後の処理方法等について、発注者と協議の上、決定するも

のとする。 

 

（7）目視確認調査 

盛土斜面の法肩から法尻にかけて、既設構造物の変状の有無確認を行う。 

住宅団地南側及び住宅団地、隣接する道路、石垣、水路等に変状が生じており、定点観測点を設

けて、目視での確認を行ない、目立った変状等が無い場合は、既設水路や既設擁壁等に定点観測地

点を設けて、観測を行う。 

定点観測について、定点観測地点の設置方法、観測時期等について、発注者と協議の上、決定す

るものとする。 

 

 



 

 

（8）地下水位観測 

1）地下水位観測井の設置 

地下水位観測井は、地下水位を観測することを目的に、サンプリング孔を利用して、設置する。

使用する管は、塩ビ管VP50を加工したものとする。設置深度、ストレーナー位置等、井戸構造に

ついて、発注者と協議の上、決定するものとする。 

  2）地下水位観測・資料整理 

・地下水位観測は、地下水位観測井の設置後速やかに計測を開始する。観測間隔・資料整理は

月1回とする。 

・水位の計測は自記水位計を設置して行うものとする。 

・観測機器については、受注者が準備するものとする。 

  3）地下水位観測の閉塞 

・地中に埋設した塩ビ管は、埋めたままとし、管内部は土砂を充填する。地表面付近は、モル

タル等で埋め戻し、沈下等が生じないよう成形する。詳細な方法は、発注者と協議の上、決

定するものとする。また、盛土変状が顕著な場合は、観測継続のための協議を行い今後の作

業について確認し、共有する。 

  

（9）地盤の総合解析とりまとめ 

1）解析等調査 

・地質調査に伴う関係文献等の収集と検討、調査地周辺の現地踏査を行う。 

・ボーリング調査結果の評価、考察、試料の観察、ボーリング柱状図の作成を行う。 

・ボーリング調査及び室内土質試験結果に基づく土質の判定と地質断面図を作成する。 

・地盤の総合解析(調査地周辺の地形・地質の検討、地質調査、土質試験結果に基づく地盤定数

の設定、地盤の工学的性質の検討(盛土の土性の検討も含む)、水位観測結果から判断される

間隙水圧の設定を行う。 

・総合解析結果をもとにすべり面、地盤定数、作用する地下水位（間隙水圧）を決定すること

により安定性の評価を行う。さらに、今後の観測、安定性の判断の必要性について検討する。 

 

（10）報告書作成 

本業務の調査結果から得られた、地質・土質特性、地層構成、地下水位、総合解析等の結果につ

いて、とりまとめを行い、報告書を作成する。 

 

（11）打合せ協議 

本業務において、業務着手時、中間時２回及び業務完了時に打合せ協議を行うことを原則とする。

なお、業務遂行する上で、種々に事項について、確認等を行う必要がある。これらについて、適宜、

打合せやメール等で協議を行い、結果を文書で記録し、時系列的に整理する。 

 

6. 成果品及び納入時期 

本委託の成果品は以下のものとする。なお、納入時期については、中間段階で提出を求める場合

があるため、それぞれを必要な納入時期について、別途、発注者と協議するものとする。 

  ・報告書                2部（簡易製本） 

  ・上記の電子データ           1式（CD-R等） 

  ・打合せ記録簿             1式 

  ・その他監督員が特に必要と認めるもの  1式 

 

7. 管理技術者及び担当技術者 

本業務の管理技術者は、「技術士(建設部門：土質及び基礎)」または「地盤品質判定士」の資格を

有するものを配置すること。また、担当技術者には、「地質調査技士」の資格を有するものを1名以

上配置し、適切な調査を実施する。 



 

 

 

8. 守秘義務 

受託者は、本業務の遂行上、知り得た情報を他に漏らしてはならない。業務履行後においても同

様とする。 

 

9. その他 

本業務の実施にあたり、下記の資料等を参考図書として適宜使用すること。 

・大規模盛土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン及び同解説（平成27年 5月） 

・大規模盛土造成地マップ（令和元年12月）･･･第一次スクリーニング 

・大規模盛土造成地 宅地カルテ（簡易様式）･･･第一次スクリーニング 

   ・盛土等防災マニュアルの解説［I］、［II］盛土等防災研究会編集 

 

 

 



その他資料
・孔別数量一覧表
・ボーリング調査内容一覧表
・ボーリング孔別調査内容内訳表
・調査計画位置平面図

新岡住宅団地下敷　ボーリング調査　孔別数量一覧表

B1(本孔) 4.0 0.0 2.0 3.0 9.0 3 0 2 4 9

B1(別孔） 4.0 0.0 2.0 6.0

B2(本孔) 6.0 0.0 3.0 3.0 12.0 5 0 3 4 12

B2(別孔） 6.0 0.0 3.0 9.0

B3(本孔) 8.0 0.0 3.0 3.0 14.0 7 0 3 4 14

B3(別孔） 8.0 0.0 3.0 11.0

18.0 0.0 8.0 9.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.0 0.0 8.0 61.0 15 0 8 12 35合　計
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新岡住宅団地下敷　大規模盛土　ボーリング調査内容一覧表

地　区
ボーリング
番号

掘削径 調査内容・主要試験 資機材運搬 数　量 足場 その他

B1(本孔) φ 66mm
孔内傾斜計設置・標準貫入試験
・コアボーリング

1基・1m毎

B1(別孔） φ 116mm 地下水位観測孔設置・サンプリング 1基・TS2本

B2(本孔) φ 66mm
孔内傾斜計設置・標準貫入試験
・コアボーリング

1基・1m毎

B2(別孔） φ 116mm 地下水位観測孔設置・サンプリング 1基・TS3本

B3(本孔) φ 66mm
孔内傾斜計設置・標準貫入試験
・コアボーリング

1基・1m毎

B3(別孔） φ 116mm 地下水位観測孔設置・サンプリング 1基・TS3本

－ －
3tトラック(2.9t吊)：2回
モノレール運搬：1回

－ 3箇所 仮囲い：1箇所

TS：トリプルサンプリング

盛土法面1
モノレール運搬
L=35m

傾斜地
15～30°

盛土法面2 3tトラック(2.9t吊)
傾斜地
15～30°

盛土平坦
部

3tトラック(2.9t吊)
平坦
嵩上げ

仮囲い

合　計



 業務名：新岡住宅団地下敷　大規模盛土 【調査区域】盛土法面部1 備考：
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0.00 0.00

1 ○
2.00

2 ○
3.00 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4.00 4.00
3 ○

4 ○
5.00

6.00 2.00
5 ○

6.00 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 ○

7 ○

9.00 3.00
8 ○

9 ○

4.0 4.0 3 1 1 1 1 1 1 1
0.0 0.0 0
2.0 2.0 2 1 1 1 1 1 1 1
3.0 4
9.0 6.0 9 2 2 2 2 2 2 2 0

砂・砂質土
礫混じり土砂

軟岩
小計

三

軸

圧

縮

(

C

U

-

b

)

撹

乱

粘性土・シルト

ト

リ

プ

ル

サ

ン

プ

リ

ン

グ

孔

内

傾

斜

計

調

査

孔

水

位

観

測

井

サ

ン

プ

リ

ン

グ

試

験

深

度

(

m

)

標

準

貫

入

試

験

ボーリング孔別調査内容内訳表

標高

TP.

(m)

深度

GL-m

層厚

(m)

想定

土質

(m)

掘進孔径(mm) 原位置試験 試料採取 物理試験 力学試験

三

軸

圧

縮

(

C

D

)

土

粒

子

の

密

度

土

の

含

水

比 粒

度
(

沈

降

+

フ

ル

イ

)

土

の

液

性

・

組

成

限

界

土

の

湿

潤

密

度

φ66

(

粘

性

土)

(

礫

混

じ

り

土

(

軟

岩)

風

化

泥

φ116

T-2

T-1



 業務名：新岡住宅団地下敷　大規模盛土 【調査区域】盛土法面部2　　 備考：
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 業務名：新岡住宅団地下敷　大規模盛土 【調査区域】盛土平坦部　　 備考：
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